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(57)【要約】
　化学的プロセッサは、質量を低減すること、太陽熱集中装置に関連する作業を行うこと
、及び／または、多孔性インサートを添加製造によって形成されたマイクロチャンネルま
たはメソチャンネルデバイスに収容することと、をするように構成されている。添加製造
によって多孔性インサートを含む化学的プロセッサを形成する方法も開示されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　凹状形状を有する太陽熱集中装置と、単位操作を実施するように適合されたドーム形状
の化学的プロセッサであって、前記ドーム形状の化学的プロセッサの凸状面が前記太陽熱
集中装置の前記凹状面に面するように、前記太陽熱集中装置と関連して配置されている、
前記ドーム形状の化学的プロセッサと、を備え、前記化学的プロセッサの前記凸状面が、
前記ドームの中心エリアへ、または前記中心エリアから前記ドームの周囲のエリアへの流
体の通路のためのチューブまたは複数のチューブを備えている、
太陽電力装置。
【請求項２】
　前記ドーム形状の化学的プロセッサの前記凸状面が、前記ドームの前記表面上に露出し
たチューブまたは複数のチューブを備えている、請求項１に記載の太陽電力装置。
【請求項３】
　前記ドーム形状の化学的プロセッサの凸状面が、メタン改質触媒または逆水性ガスシフ
ト触媒を含むチューブまたは複数のチューブを備えている、請求項１から請求項２のいず
れかに記載の太陽電力装置。
【請求項４】
　前記ドーム形状の化学的プロセッサの凸状面が、前記ドームの中心領域の近くの供給源
入口または供給源マニホルドから、前記ドームの外辺部への径方向の流体流れを提供し、
前記外辺部から受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する複数のチャンネルを備
えている、チューブまたは複数のチューブを備え、前記受領用マニホルドが、前記ドーム
の前記中心領域の近くに位置している、請求項１から請求項３のいずれかに記載の太陽電
力装置。
【請求項５】
　前記チューブまたは複数のチューブが、多孔性触媒インサート、好ましくはメタン改質
触媒を備えている、請求項１から請求項４のいずれかに記載の太陽電力装置。
【請求項６】
　前記チューブまたは複数のチューブが、穴のない熱伝導性ディバイダによって分離され
た第１の部分と第２の部分との２つの部分を備え、前記第１の部分が触媒を備え、前記デ
バイスの前記外辺部が、前記ディバイダの開口を備え、それにより、前記第１の部分から
の流れが前記第２の部分へ通ることができるようになっている、請求項１から請求項５の
いずれかに記載の太陽電力装置。
【請求項７】
　供給源マニホルドから前記デバイスの外辺部に径方向の流体流れを提供する第１の部分
と、前記外辺部から受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する第２の部分と、を
有し、前記供給源マニホルド及び前記受領用マニホルドが、前記デバイスの中心領域の近
くに位置しており、前記デバイスが、単位プロセスのために構成されている、チャンネル
または複数のチャンネルを備えた化学的プロセッサであって、
　各チャンネルの前記第１の部分と前記第２の部分とが、穴のない熱伝導性ディバイダに
よって分離され、前記第１の部分が触媒を備え、前記デバイスの前記外辺部が、前記デバ
イスの前記外辺部の近くで前記ディバイダの開口を備え、それにより、前記第１の部分か
らの流れが前記第２の部分へ通ることができるようになっている、前記化学的プロセッサ
。
【請求項８】
　供給源マニホルドから前記デバイスの外辺部に径方向の流体流れを提供する第１の複数
のマイクロチャンネルまたはメソチャンネルと、前記外辺部から受領用マニホルドへの径
方向の流体流れを提供する第２の複数のチャンネルと、を備え、前記供給源マニホルド及
び前記受領用マニホルドが、前記デバイスの中心領域の近くに位置しており、前記デバイ
スが、単位プロセスのために構成されている、マイクロチャンネルまたはメソチャンネル
デバイスであって、
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　前記チャンネル内の前記流れの方向が前記外辺部へ向かう方向から、前記外辺部から離
れる方向に切り替わる、前記デバイスの前記外辺部周りに配置された、触媒インサートま
たは複数の触媒インサートをさらに備え、また、前記触媒インサートまたは複数の触媒イ
ンサートを囲む前記デバイスの前記外周周りに配置されたリングと、前記チャンネル内の
前記流れの方向が前記外辺部へ向かう方向から、前記外辺部から離れる方向に切り替わる
流路とを備えている、前記マイクロチャンネルまたはメソチャンネルデバイス。
【請求項９】
　前記触媒インサートが楔形状である、請求項８に記載のマイクロチャンネルまたはメソ
チャンネルデバイス。
【請求項１０】
　円形形状を有する化学的プロセッサであって、前記プロセッサの中心領域の近くの供給
源入口または供給源マニホルドから、前記プロセッサの外辺部へ径方向の流体流れを提供
するチューブまたは複数のチューブであって、前記チューブまたは第１の複数のチューブ
が、前記デバイスの表面上で露出され、それにより、前記表面が平滑ではなくなっている
、前記チューブまたは複数のチューブを備え、前記チューブまたは複数のチューブが、円
形、卵形、または楕円形の断面を有し、前記プロセッサが単位プロセスのために構成され
ている、前記化学的プロセッサ。
【請求項１１】
　前記外辺部から受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する複数のチャンネルを
備え、前記受領用マニホルドが、前記デバイスの中心領域の近くに位置している、請求項
１０に記載の化学的プロセッサ。
【請求項１２】
　前記チューブ及びチャンネルが、１ｃｍ以下の内部の寸法を有している、請求項１０ま
たは請求項１１に記載の化学的プロセッサ。
【請求項１３】
　前記チューブもしくは複数のチューブ、前記複数のチャンネル、またはこれらの両方が
、径方向に延びるにつれて２つ以上のチャンネルに分かれる分岐チャンネルを備えている
、請求項１０から請求項１２のいずれかに記載のプロセッサ。
【請求項１４】
　前記チューブもしくは複数のチューブ、前記複数のチャンネル、またはこれらの両方が
、直線状の径方向チャンネルを備えている、請求項１０から請求項１３のいずれかに記載
のプロセッサ。
【請求項１５】
　前記チューブもしくは複数のチューブ、前記複数のチャンネル、またはこれらの両方が
、前記中心領域から前記外辺部に延びる湾曲したチャンネルを備えている、請求項１０か
ら請求項１３のいずれかに記載のプロセッサ。
【請求項１６】
　前記チューブまたは複数のチューブが、前記チューブまたは複数のチューブ内に組み込
まれた多孔性インサートを備えている、請求項１０から請求項１５のいずれかに記載のプ
ロセッサ。
【請求項１７】
　前記多孔性インサートが、触媒材料、吸着材料、またはこれらの両方を備えている、請
求項１６に記載のプロセッサ。
【請求項１８】
　前記多孔性インサートが、多孔性金属支持部であって、前記多孔性金属支持部の表面に
溶接された穴のない金属フィルムを有する、前記多孔性金属支持部を備えている、請求項
１６に記載のプロセッサ。
【請求項１９】
　前記多孔性インサートが、金属、ポリマ、または金属酸化物を備えている、請求項１６
から請求項１８のいずれかに記載のプロセッサ。
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【請求項２０】
　ドーム状の構造を備えている、請求項１０から請求項２０のいずれかに記載のプロセッ
サ。
【請求項２１】
　前記露出表面において収束された太陽エネルギの焦点となるように配置された太陽熱集
中装置をさらに備えている、請求項１０から請求項２１のいずれかに記載のプロセッサ。
【請求項２２】
　前記チューブまたは複数のチューブが、熱膨張係数の勾配を有し、前記チューブまたは
複数のチューブの前記露出表面上で前記熱膨張係数が低くなっている、請求項１０から請
求項２２のいずれかに記載のプロセッサ。
【請求項２３】
　添加製造プロセスを介してチャンネルの第１の部分を層毎に形成するステップと、多孔
性インサートを前記チャンネルの前記第１の部分内に埋め込むステップと、前記多孔性イ
ンサートを保護層でカバーするステップと、前記第１の部分上に前記チャンネルの第２の
部分を層毎に形成するステップと、を含む、マイクロチャンネルまたはメソチャンネルデ
バイスの製造方法。
【請求項２４】
　前記マイクロチャンネルまたはメソチャンネルデバイスが、差動温度マイクロチャンネ
ルまたはメソチャンネルデバイスである、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記保護層が、前記第１の部分上に前記チャンネルの第２の部分を層毎に形成する前記
ステップの後に除去される犠牲材料を備えている、請求項２３に記載の方法。
【請求項２６】
　前記保護層を前記多孔性インサート上にレーザー溶接するステップを含む、請求項２５
に記載の方法。
【請求項２７】
　前記添加製造プロセスが、金属を直接レーザーで焼結させることを含む、請求項２３に
記載の方法。
【請求項２８】
　前記多孔性インサートが、触媒材料、吸着材料、またはこれらの両方を備えている、請
求項２３に記載の方法。
【請求項２９】
　前記多孔性インサートが、金属、ポリマ、または金属酸化物である、請求項２３に記載
の方法。
【請求項３０】
　前記多孔性インサートが、保護層を多孔性金属支持部上に結合し、次いで、前記多孔性
金属支持部を、金属酸化物、及び、ニッケルまたは貴金属でコーティングして、メタン改
質触媒を形成し、次いで、前記インサートを前記チャンネル内に配置する前にか焼するこ
とによって形成される、請求項２３から請求項２７のいずれかに記載の方法。
【請求項３１】
　触媒インサートを前記デバイス内に挿入することと、プラグまたは溶接リングを溶接し
て、前記デバイスの前記外周で前記流路をシールすることと、を含む、請求項８に記載の
化学的プロセッサの製造方法または改装方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　政府によるサポートの申告
　本発明は、Ｕ．Ｓ．　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｎｅｒｇｙによって与えられた
Ｃｏｎｔｒａｃｔ　ＤＥ－ＡＣ０５７６ＲＬ０１８３０の下、及び、ＳＴＡＲＳ　Ｔｅｃ
ｈｎｏｌｏｇｙ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎと、Ｓｏｕｔｈｅｒｎ　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ
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　Ｇａｓ　Ｃｏｍｐａｎｙと、Ｏｒｅｇｏｎ　Ｓｔａｔｅ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙと、Ｐ
ａｃｉｆｉｃ　Ｎｏｒｔｈｗｅｓｔ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙとの間の
、Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｎｅｒｇｙのために運
用されるＣｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ
　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（ＣＲＡＤＡ　Ｎｏ．　３８７）の下で、政府のサポートを伴って
成されたものである。政府は、本発明において一定の権利を有する。
【０００２】
　関連出願の相互参照
　本出願は、２０１８年６月２１日に出願された米国仮特許出願第６２／６８８，２１７
号の優先権を主張する。
【０００３】
　本発明のより広い態様において、本開示は、向上された化学的プロセッサ、好ましくは
マイクロチャンネルデバイスまたはメソチャンネルデバイス、及びその添加製造方法に関
する。より詳細な態様では、本発明は、太陽熱集中装置に関連する化学的プロセッサに関
する。
【背景技術】
【０００４】
　添加製造（ＡＭ）は、パウダー材料を固体に局所的に固めることによる、デバイスの「
プリント」の新規の方法である。本デバイスの構造の設計の柔軟性は、一定のプロセスの
制限の中にはあるが、複雑な構造を構築するための新たなツールを提供する。元来、ＡＭ
はプラスチックのために開発されたが、金属用に変化した。また、「プリント」できる金
属のリストは増加し続け、現在はインコネル合金及びヘインズ合金を含む、高温の合金を
含んでいる。金属の添加製造は、選択的レーザー溶融（ＳＬＭ）、または、直接的金属レ
ーザー焼結（ＤＭＬＳ）と称される。本発明は、デバイスの一タイプである化学反応器を
対象とし、より詳細には、吸熱化学反応を通して太陽熱を化学的エネルギに変換する太陽
熱集中装置の焦点に配置された化学反応器を対象としている。特に関心が持たれている化
学反応は、メタンの水蒸気改質である。この化学反応は、水Ｈ2Ｏ及びメタンＣＨ4を反応
させて、水素Ｈ2、一酸化炭素ＣＯ、及び二酸化炭素ＣＯ2を発生させる。代替的な吸熱反
応には、Ｈ2及びＣＯ2をＨ2Ｏ及びＣＯに変換する逆水性ガスシフト反応、及びアルカン
のクラッキング（脱水素反応）が含まれる。
【０００５】
　発熱反応の反応器も、吸熱反応と発熱反応との両方に対応するハイブリッド反応器本体
が可能であるように、水性ガスシフト反応、Ｈ2及びＮ2からのアンモニア合成、サバティ
エプロセス反応、メタノール合成、ならびに燃焼反応などの反応に関し、ＡＭを使用して
製造することができる。
【０００６】
　ＡＭとほとんどの従来の作製プロセスとの間の重要な差異は、「添加」方法と「減法」
方法との間で大きく異なる、材料の利用である。「減法」方法では、材料の固形ピースが
機械加工されて、最終的な部品の構造を提供するように材料を除去する。ミリングまたは
光化学反応による加工などの方法では、材料利用量を多くすることができる押出延伸加工
、打抜き加工、及び圧印加工の方法とは対照的に、最初の材料のかなりの部分が無駄にな
る。ＡＭ部品に関する材料の費用は、パーツの総質量に比例する。
【０００７】
　図１は、従来の「減法」加工と、ＤＭＬＳとを使用した、ＴＲＬ　６　Ｈａｙｎｅｓ　
２３０　ＳＴＡＲＳの反応器の設計に関し、毎年１０００ユニットで見積もった製造コス
ト間の比較を示している。これらコストは、全体としては評価されず、コストの構成要素
が変化するにつれて経時的に導き出されるボトムアップモデルで得られたものである。こ
のため、これらコストは、実際のものよりもより有益である。ＤＭＬＳのより低いコスト
は、ＤＭＬＳパウダーのポンド毎の費用が高いことに関わらず、より低い材料のコストに
大きく起因する。慣習的な加工コストも、高温合金では高い。図１は、ＤＭＬＳ化学反応
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器のコストを低減させる、主題となる本発明の動機を示している。対処されるべき第１の
コスト増大要因は、反応器の質量である。反応器の質量を低減することには、パウダーの
コスト（材料費）を低減することと、製造時間を短縮することとの両方の利点がある。製
造時間の短縮により、処理量が増大し、パーツ毎のツールのコスト（ＤＭＬＳマシンの償
却される資本費用）が低減される。材料のコストとツールのコストとがともに、図１にお
いて製造されたＤＭＬＳのコストの６３％を占めている。
【０００８】
　第２のコスト増大要因は、反応器内に触媒構造を挿入することに関連する部品数及び組
立てステップ数である。我々の従来の反応器の設計の１つは、個別に機械加工され、触媒
フォーム構造がチャンネル内に挿入されたのちに高温拡散ろう付けステップでともに組立
てられる３つのプレートで構成されている。図１のレーザーカッティング及び拡散ろう付
けステップは、製造コストの２８％をさらに占めている。本発明には、製造ステップ数を
低減すること、パーツ数を低減すること、及び／または組立てプロセスを簡略化すること
のためのアプローチが含まれる。
【０００９】
　性能及び耐用年数に関する新たな反応器の設計の他の潜在的な利点が存在する。反応器
の外壁は、内圧に耐えるために十分な厚さでなければならず、より厚い壁は、同じ熱フラ
ックスのために、壁の両側でさらなる温度差を必要とする。太陽熱集中装置からの熱など
、反応器の壁を通して熱を受領する吸熱反応に関し、より大きな温度差は、反応器の表面
温度を反応器の冶金学的限界より低く維持するために、より低温の触媒ベッド温度を意味
する。メタンの水蒸気改質などの吸熱反応に関しては、より高い反応温度は、より高い平
衡転化率及びより迅速な運動に繋がる。反応器の壁を薄くすることは、ＤＭＬＳに関する
構造の材料及び構築時間を節約するのみならず、触媒がより高温となり、ひいてはよりア
クティブになることを可能にする。これにより、触媒のコストが節約され、反応器のサイ
ズが低減される。より厚い壁は、反応器の耐用年数に不利益でもある。この理由は、温度
差と構造的剛性との両方の増大に起因して、熱ストレスが高くなるためである。さらに、
ＤＭＬＳにより、熱膨張をより良好に許容することができる３Ｄ構造の設計がより柔軟に
なり、それにより、太陽電池の動作の間の構造の、日々のまたはより頻繁な加熱及び冷却
のサイクルに関連する内部の応力及び低サイクルの疲労破壊が低減される。
【発明の概要】
【００１０】
　第１の態様では、本発明は、凹状形状を有する太陽熱集中装置と、単位操作を実施する
ように適合されたドーム形状の化学的プロセッサであって、ドーム形状の化学的プロセッ
サの凸状面が太陽熱集中装置の凹状面に面するように、太陽熱集中装置と関連して配置さ
れている、ドーム形状の化学的プロセッサと、を備え、化学的プロセッサの凸状面が、ド
ームの中心エリアへ、または中心エリアからドームの周囲のエリアへの流体の通路のため
のチューブまたは複数のチューブを備えている、太陽電力装置に関する。いくつかの好ま
しい実施形態では、本装置は、以下の特徴の１つまたは任意の組合せを含む場合がある。
ドーム形状の化学的プロセッサの凸状面が、ドームの表面上に露出したチューブまたは複
数のチューブを備えている。ドーム形状の化学的プロセッサの凸状面が、メタン改質触媒
または逆水性ガスシフト触媒を含むチューブまたは複数のチューブを備えている。ドーム
形状の化学的プロセッサの凸状面が、ドームの中心領域近くの供給源入口または供給源マ
ニホルドから、ドームの外辺部への径方向の流体流れを提供し、外辺部から受領用マニホ
ルドへの径方向の流体流れを提供する複数のチャンネルを備えている、チューブまたは複
数のチューブを備え、受領用マニホルドが、ドームの中心領域の近くに位置している。チ
ューブまたは複数のチューブが、多孔性触媒インサート、好ましくはメタン改質触媒を備
えている。チューブまたは複数のチューブが、穴のない熱伝導性ディバイダによって分離
された第１の部分と第２の部分との２つの部分を備えている。第１の部分が触媒を備え、
デバイスの外辺部が、ディバイダの開口を備え、それにより、第１の部分からの流れが第
２の部分へ通ることができるようになっている。
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【００１１】
　別の態様では、本発明は、供給源マニホルドからデバイスの外辺部に径方向の流体流れ
を提供する第１の部分と、外辺部から受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する
第２の部分と、を有し、供給源マニホルド及び受領用マニホルドが、デバイスの中心領域
の近くに位置しており、デバイスが、単位プロセスのために構成されている、チャンネル
または複数のチャンネルを備えた化学的プロセッサであって、各チャンネルの第１の部分
と第２の部分とが、穴のない熱伝導性ディバイダによって分離され、第１の部分が触媒を
備え、デバイスの外辺部が、デバイスの外辺部の近くでディバイダの開口を備え、それに
より、第１の部分からの流れが第２の部分へ通ることができるようになっている、化学的
プロセッサを提供する。化学的プロセッサは、本明細書の詳細な説明及び図面を通して記
載される特徴のいずれかを有することができる。
【００１２】
　さらなる態様では、本発明は、供給源マニホルドからデバイスの外辺部への径方向の流
体流れを提供する第１の複数のマイクロチャンネルまたはメソチャンネルと、外辺部から
受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する第２の複数のチャンネルと、を備え、
供給源マニホルド及び受領用マニホルドが、デバイスの中心領域の近くに位置しており、
デバイスが、単位プロセスのために構成されている、マイクロチャンネルまたはメソチャ
ンネルデバイスであって、チャンネル内の流れの方向が外辺部へ向かう方向から、外辺部
から離れる方向に切り替わる、デバイスの外辺部周りに配置された、触媒インサートまた
は複数の触媒インサートをさらに備え、また、触媒インサートまたは複数の触媒インサー
トを囲むデバイスの外周周りに配置されたリングと、チャンネル内の流れの方向が外辺部
へ向かう方向から、外辺部から離れる方向に切り替わる流路とを備えている、マイクロチ
ャンネルまたはメソチャンネルデバイスを提供する。いくつかの好ましい実施形態では、
触媒インサートは、楔形状である。本デバイスは、本明細書の記載及び図面を通して記載
される特徴にいずれかを有することができる。
【００１３】
　別の態様では、本発明は、円形形状を有する化学的プロセッサであって、プロセッサの
中心領域の近くの供給源入口または供給源マニホルドから、プロセッサの外辺部へ径方向
の流体流れを提供するチューブまたは複数のチューブであって、チューブまたは第１の複
数のチューブが、デバイスの表面上で露出され、それにより、表面が平滑ではなくなって
いる、チューブまたは複数のチューブを備え、チューブまたは複数のチューブが、円形、
卵形、または楕円形の断面を有し、プロセッサが単位プロセスのために構成されている、
化学的プロセッサを提供する。本発明は、逆構成をも含み、供給源入口または供給源マニ
ホルドと、受領用マニホルドとが、デバイスの外周の近くに配置されている。いくつかの
好ましい実施形態では、本装置は、以下の特徴の１つまたは任意の組合せを含む場合があ
る。外辺部から受領用マニホルドへの径方向の流体流れを提供する複数のチャンネルを備
え、受領用マニホルドが、デバイスの中心領域の近くに位置している。チューブ及びチャ
ンネルが、１ｃｍ以下の内部の寸法を有している。チューブもしくは複数のチューブ、複
数のチャンネル、またはこれらの両方が、径方向に延びるにつれて２つ以上のチャンネル
に分かれる分岐チャンネルを備えている。チューブもしくは複数のチューブ、複数のチャ
ンネル、またはこれらの両方が、直線状の径方向チャンネルを備えている。チューブもし
くは複数のチューブ、複数のチャンネル、またはこれらの両方が、中心領域から外辺部に
延びる湾曲したチャンネルを備えている。チューブまたは複数のチューブが、チューブま
たは複数のチューブ内に組み込まれた多孔性インサートを備えている。多孔性インサート
が、触媒材料、吸着材料、またはこれらの両方を備えている。多孔性インサートが、多孔
性金属支持部であって、多孔性金属支持部の表面に溶接された穴のない金属フィルムを有
する、多孔性金属支持部を備えている。多孔性インサートが、金属、ポリマ、または金属
酸化物を備えている。プロセスがドーム状の構造を有している。露出表面において収束さ
れた太陽エネルギの焦点となるように配置された太陽熱集中装置をさらに備えている。チ
ューブまたは複数のチューブが、熱膨張係数の勾配を有し、チューブまたは複数のチュー
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ブの露出表面上で熱膨張係数が低くなっている。
【００１４】
　本発明は、本デバイスの各々の用途を含む、１つまたは複数の単位操作を実施すること
に対応する方法をも含んでいる。好ましくは、単位プロセスは、発熱化学反応、吸熱化学
反応（好ましくはメタン改質）、熱交換器、化学的分離法、及び熱分解で構成されたグル
ープから選択される。
【００１５】
　さらなる態様では、本発明は、添加製造プロセスを介してチャンネルの第１の部分を層
毎に形成するステップと、多孔性インサートをチャンネルの第１の部分内に埋め込むステ
ップと、多孔性インサートを保護層でカバーするステップと、第１の部分上にチャンネル
の第２の部分を層毎に形成するステップと、を含む、マイクロチャンネルまたはメソチャ
ンネルデバイスの製造方法を提供する。いくつかの好ましい実施形態では、本発明は、以
下の特徴の１つまたは複数を含んでいる。マイクロチャンネルまたはメソチャンネルデバ
イスが、差動温度マイクロチャンネルまたはメソチャンネルデバイスである。保護層が、
第１の部分上にチャンネルの第２の部分を層毎に形成するステップの後に除去される犠牲
材料を備えている。（犠牲材料は、第２の部分の融点の少なくとも１００℃（または少な
くとも３００℃）下の温度で溶融する材料とすることができる。）保護層を多孔性インサ
ート上にレーザー溶接するステップを含む。添加製造プロセスが、金属を直接レーザーで
焼結させることを含む。多孔性インサートが、触媒材料、吸着材料、またはこれらの両方
を備えている。多孔性インサートが、金属、ポリマ、または金属酸化物である。多孔性イ
ンサートが、保護層を多孔性金属支持部上に結合し、次いで、多孔性金属支持部を、金属
酸化物、及び、ニッケルまたは貴金属でコーティングして、メタン改質触媒を形成し、次
いで、インサートをチャンネル内に配置する前にか焼することによって形成される。
【００１６】
　本発明は、多孔性インサート（好ましくは触媒）をデバイス内に挿入することと、プラ
グまたは溶接リングを溶接して、デバイスの外周で流路をシールすることと、を含む、化
学的プロセッサの製造方法または改装方法をも含んでいる。
【００１７】
　本発明の態様は、対流伝熱を向上させるため、及び／または、チャンネル間の流れの分
配を向上させるために、構造を流体チャンネル内に配置することも含む場合がある。概し
て、本発明の態様のいずれかは、発明の詳細な説明に提供される任意の特徴または特徴の
組合せに応じて変更することができる。
【００１８】
　様々な実施形態では、本発明の利点は、デバイスの質量を低減させることと、伝熱を向
上させることと、耐久性及び耐用年数を向上させることと、より一様な熱プロファイルを
促進するか、効率的な動作を達成するように反応の温度を別様に変化及び／または制御す
ることと、を含むことができる。
【００１９】
　用語
　標準的な特許の専門用語として、「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」は「含む（ｉｎ
ｃｌｕｄｉｎｇ）」を意味し、また、これら用語のいずれも、追加の構成要素または複数
の構成要素が存在することを除外しない。代替的実施形態では、「備える（ｃｏｍｐｒｉ
ｓｉｎｇ）」の用語は、「基本的に～で構成されている（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅｓｓ
ｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」、または「～で構成されている（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏ
ｆ）」の、より限定的なフレーズと置き換えることができる。
【００２０】
　「マイクロチャンネル」は、１ｍｍ以下であり、１μｍより大（好ましくは、１０μｍ
）であり、いくつかの実施形態では、５０μｍから５００μｍである、少なくとも１つの
内径（壁から壁の寸法であり、触媒を含まない）を有し得るチャンネルである。好ましく
は、マイクロチャンネルは、少なくとも１ｃｍ、好ましくは少なくとも２０ｃｍの長さに
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関し、これら寸法内にある。いくつかの実施形態では、５ｃｍから１００ｃｍの長さの範
囲であり、いくつかの実施形態では、１０ｃｍから６０ｃｍの範囲である。マイクロチャ
ンネルは、少なくとも１つの出口とは別の少なくとも１つの入口の存在によって規定する
こともできる。マイクロチャンネルは、ゼオライトまたは多孔性材料を通るだけのチャン
ネルではない。マイクロチャンネルの長さは、マイクロチャンネルを通る流れの方向に対
応している。マイクロチャンネルの高さ及び幅は、チャンネルを通る流れの方向に対して
実質的に垂直である。メソチャンネルは、１ｍｍから１ｃｍの内径を有することを除き、
同様に規定される。通常は、デバイスは、共通のヘッダー及び共通のフッターを共有する
複数のマイクロチャンネルまたはメソチャンネルを備えている。しかし、いくつかのデバ
イスは単一のヘッダー及び単一のフッターを有している。マイクロチャンネルデバイスは
、複数のヘッダー及び複数のフッターを有することができる。チャンネルまたはマニホル
ドの容積は、内部空間に依存する。チャンネルの壁は、容積の計算には含まれない。
【００２１】
　微粒子は、マイクロチャンネルまたはメソチャンネルにフィットする触媒粒子などの粒
子に関する。好ましくは、（存在する場合）粒子は、（最大寸法で）２ｍｍ以下、いくつ
かの実施形態では、１ｍｍ以下のサイズを有している。粒子のサイズは、篩または顕微鏡
または他の適切な技術によって測定することができる。比較的大きい粒子に関しては、篩
い分けを使用する。微粒子は、触媒、吸着剤、または不活性材料である場合がある。
【００２２】
　本発明は、本明細書に記載の装置内で単位操作を実施する方法をも含んでいる。「単位
操作」は、化学反応、蒸発、圧縮、化学的分離法、蒸留、凝縮、混合、加熱、または冷却
を意味する。「単位操作」は、単に流体の移送を意味するものではないが、移送は単位操
作とともに頻繁に行われる。いくつかの好ましい実施形態では、単位操作は、単なる混合
ではない。
【００２３】
　触媒を含むチャンネルが、反応チャンネルである。より一般的には、反応チャンネルは
、反応が生じるチャンネルである。反応チャンネルの壁は、好ましくは、鋼などの鉄ベー
スの合金、または、Ｈａｙｎｅｓなどの、Ｎｉ、Ｃｏ、もしくはＦｅベースの超合金で形
成されている。反応チャンネルの壁のための材料の選択は、反応器が意図される反応に依
存する場合がある。いくつかの実施形態では、反応チャンバの壁は、耐久性があり、良好
な熱伝導性を有するステンレス鋼またはＩｎｃｏｎｅｌ（登録商標）で構成されている。
通常は、反応チャンネル（通常はチューブ）の壁は、マイクロチャンネル装置のための主
要な構造上の支持部を提供する材料で形成されている。
【００２４】
　熱交換流体は、処理チャンネル（好ましくは、反応マイクロチャンネルまたは反応メソ
チャンネル）に隣接する伝熱チャンネル（好ましくは、マイクロチャンネルまたはメソチ
ャンネル）を通って流れる場合があり、また、気体、または液体、または二相性材料とす
ることができる。また、好ましい実施形態では、熱交換流体は、反応チャンネル内で発生
した熱を回復するために使用される製品の流れである。
【００２５】
　「チューブ」は、円形、両端に一対の半円を有する矩形（これは、図８に示すような楕
円の実施例である）、または卵形の断面を有する細長い部材の従来の意味を有している。
内部にも外部にも角はなく、したがって、応力が集中する領域はない。チューブの壁厚は
、好ましくは、一様であり、１０％以下の範囲で変化するが、チューブの内部を２つ以上
のチャンネルに分離する、異なる厚さを有する内部の分離壁（バリア）が含まれる場合が
ある。図示のように、分離壁とチューブ壁との間に角が存在する場合があるが、通常は、
内部の分離壁の両側に大きい圧力差は存在しない。
【００２６】
　「露出した」チューブは、大気に対して露出した表面を有する。このチューブはプレー
トによってカバーされておらず、露出したチューブの表面は湾曲している。
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【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】Ａ及びＢは、２２８８米ドルの費用がかかった、従来の加工がされたＨａｙｎｅ
ｓ　２３０の太陽熱化学反応器と、１６８２米ドルの費用がかかった、ＤＭＬＳによって
形成された太陽熱化学反応器との費用比較を示す図である。
【図２】Ａは、図２Ｂの反応器の下部の断面図である。Ｂは、２片のアセンブリの太陽光
反応器－受領器の図である。
【図３】円周応力を示す図である。印加された圧力に反作用することができる垂直方向に
のみ作用する応力は、法線応力（実線）σ1である。この応力は、木製のバレル周りの鋼
の円周のように作用することから、「フープ応力」と呼ばれる。
【図４】分岐チューブの化学的プロセッサを示す図である。
【図５】分岐チューブを示す図である。
【図６】分岐チューブの化学的プロセッサの断面図である。
【図７】中心穴が０．５インチであり、最初の長さが１／２インチであるチューブの、チ
ューブの半径が増大するにつれての、分岐チューブの反応器のチューブの数に対する、チ
ューブの壁の質量及びチューブ内部の容量のグラフである。
【図８】断面がカプセル構造を有する場合の、３つの隣接するチューブの断面を示す図で
ある。
【図９】中心穴が０．５インチであり、最初のチューブの長さが３インチであるチューブ
の、チューブの半径が増大するにつれての、Ｈａｙｎｅｓ　２３０の分岐チューブの反応
器のチューブの数に対する、チューブの壁の質量のグラフである。
【図１０】らせん方向とｚ方向との両方においてチューブ形状、分岐、及び湾曲を組み合
わせたチャンネル構造の実施例を示す図である。
【図１１】単一のチャンネルを有する化学的プロセッサを示す図である。
【図１２】ＡＭプロセスにおいて化学的プロセッサに挿入するために適合された多孔性イ
ンサートを形成するプロセスの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明は、デバイス、製造方法、及び添加製造プロセスを使用して形成されたデバイス
を伴うプロセスを含んでいる。製造方法には、触媒または他の構造を外部の物体としてデ
バイス内に、それらが添加製造方法を使用して形成されるものとして組み込む方法が含ま
れる場合がある。代替的には、多孔性または他の表面積が広い構造を、製造時にＡＭプロ
セスによって構築することができ、次いで、コーティング、含浸、または除去プロセスを
通して構築後に活性化される。放物面皿型の太陽熱集中装置の受領器として適切な添加製
造によって形成することができる様々な構造が記載される。
【００２９】
　ＡＭによって形成された装置を記載する、文献におけるいくつかの記事が存在する。た
とえば、Ｇｕｔｍａｎｎ　ｅｔ　ａｌ．，　Ｒｅａｃｔ．　Ｃｈｅｍ．　Ｅｎｇ．，　２
０１７，　２，　９１９－９２７，“Ｄｅｓｉｇｎ　ａｎｄ　３Ｄ　ｐｒｉｎｔｉｎｇ　
ｏｆ　ａ　ｓｔａｉｎｌｅｓｓ　ｓｔｅｅｌ　ｒｅａｃｔｏｒ　ｆｏｒ　ｃｏｎｔｉｎｕ
ｏｕｓ　ｄｉｆｌｕｏｒｏｍｅｔｈｙｌａｔｉｏｎｓ　ｕｓｉｎｇ　ｆｌｕｏｒｏｆｏｒ
ｍ．”、Ｓｔａｒｋ，　ＡＩＣｈＥ　Ｊｏｕｒｎａｌ，　（２０１８）　６４（４）：　
１１６２－１１７３，“Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅｄ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ：　Ｒｅｔｈｉ
ｎｋｉｎｇ　Ｕｎｉｔ　Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ　Ｄｅｓｉｇｎ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ａｇｅ　ｏ
ｆ　Ａｄｄｉｔｉｖｅ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ．”、Ｃａｐｅｌ　ｅｔ　ａｌ．，
　Ｌａｂ　Ｃｈｉｐ，　２０１３，　１３，　４５８３，“Ｄｅｓｉｇｎ　ａｎｄ　ａｄ
ｄｉｔｉｖｅ　ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　ｆｏｒ　ｆｌｏｗ　ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ａｒ
ｔｉｃｌｅ　ｉｎ　Ｌａｂ　ｏｎ　ａ　Ｃｈｉｐ．”である。「Ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　ｕ
ｓｉｎｇ　ａｄｄｉｔｉｖｅ　ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ｆｏｒ　ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｏ
ｆ　ｆｌｕｉｄ　ｆｌｏｗ　ｃｈａｎｎｅｌｓ」と題する米国特許出願第２０１５／０１
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３７４１２号のＳｃｈａｌａｎｓｋｙには、流体チャンネルを形成するいくつかのＡＭ方
法が記載されている。この公開された特許出願の内容は、以下に完全に再現されたかのよ
うに、本明細書に組み込まれる。ＡＭによって製造可能ないくつかのグレードが付された
金属構造が、Ｋｈｏｄａｂａｋｈｓｈｉ　ｅｔ　ａｌ．により、“Ｄｉｓｓｉｍｉｌａｒ
　ｍｅｔａｌｓ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ　ｂｙ　ｄｉｒｅｃｔｅｄ　ｅｎｅｒｇｙ　ｂａ
ｓｅｄ　ｏｎ　ｐｏｗｄｅｒ－ｆｅｄ　ｌａｓｅｒ　ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ，”　
Ｊ．　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ　４３　（２０１９）　８３－
９７に記載されている。本発明では、チューブの壁は、熱膨張などのグレードが付された
特性を伴って形成することができる。好ましい実施形態では、太陽光源に面するチューブ
の側部が、太陽光源とは離れた方向に向くチューブの側部より低い熱膨張係数を有してい
る。勾配は、底部（太陽光源から離れている）のもっとも高い膨張係数から、頂部のもっ
とも低い膨張係数まで連続している場合があるか、２、３、または任意の選択された数の
領域である場合がある。いくつかの実施形態では、グレードが付された熱膨張係数は、太
陽熱集中装置からの熱を受領するチューブの側部にのみある場合がある。
【００３０】
　本発明は、入射する太陽光放射を受領し、吸熱化学反応、流体の加熱、及び分離プロセ
スを含む、吸熱プロセスのために吸収されたエネルギを使用するように適合されたデバイ
スをも含んでいる。概略的な配置は、中心マニホルドから外に、プレートの外辺部に向か
う径方向の流れであり、次いで、デバイスを出る前にその流れをチャンネルの第２のセッ
トを通して、中心付近の第２の受領用マニホルドに戻す。
【００３１】
　構造には、分岐チューブが含まれる。この分岐チューブは、円形プロファイルのすべて
または大部分をカバーすることを促すように径方向に延びるにつれて、２つ以上（好まし
くは２つ）のチューブに分かれる。チューブは、円の半径に沿って直線状とする、または
湾曲させることができる。湾曲したチャンネル構造の限界は、中心を始点とし、外辺部に
向かって外に延びる単一のコイル状のチャンネルである。返還チャンネルは、外向き流れ
チャンネルを模倣するものとすることができ、隣接するチャンネルを通って同じ流路に沿
うように流体を戻すことを可能にする。より一様な温度のため、及び向上された流体の混
合のために、熱の拡散を促す、外向きの流れ及び返還流れに関する様々な構造を有する多
くの代替的構造が予期される。本発明は、チャンネルの基本的な流れの軸が平面上にある
平らな構造、または、「ｚ軸」方向に平面から外れて湾曲したチャンネルを有する３次元
的構造を含んでいる。
【００３２】
　本発明のいくつかの態様は、対流伝熱を向上させるため、及び／または、チャンネル間
の流れの分配を向上させるために、構造を流体チャンネル内に配置することも含んでいる
。向上された伝熱構造には、フィン、ルーバー付きフィン、拡大された伝熱エリアのため
のピン、及び流体の混合の対流のための構造が含まれる。
【００３３】
　２つのパーツのアセンブリ：
　図２は、アセンブリを２つのパーツに減らすため、及び、ラムプレスが備えられた炉内
での長いサイクル時間を要する高温の拡散ろう付けステップを除去するための実施形態を
示している。炉を徐々に加熱及び冷却すること、ならびに、パーツの接着を可能にする温
度の時間は、何日も要することになり得、生産能力が比較的低くなることに繋がる。反応
器－受領器の本体を単一のパーツとして添加製造で構築することにより、実質的に材料を
節約することになる。図２Ｂは、化学的プロセッサの２つのパーツのアセンブリを示して
いる。第１のステップでは、チャンネルを包含する化学的プロセッサパーツ３５をＡＭに
よって形成することができる。次に、触媒ピース（矩形、または、図示のパイ形状のピー
スなど、他の形状である場合がある）３５は、次いで、シーリングリング３４を定位置に
溶接することによって反応器を閉じる前に、図２Ｂに示すように、外辺部の周りの開口内
に挿入される。別の実施形態では、反応器－受領器の本体の大部分は、図２Ｂに示すよう



(12) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40

50

な添加製造で構築されるが、チャンネル開口は、円形穴の形であり、それにより、これら
チャンネル開口を、すべてのチャンネルに関する単一の溶接リングの代わりに、たとえば
、個別の楔形のプラグで個別にシールできるようになっている。チャンネル端部は、触媒
の挿入の後に、図２Ｂに示すように溶接リングでシールすることによってシールすること
ができる。いくつかの好ましい実施形態では、溶接リングは、回転摩擦溶接によって定位
置に溶接される。代替的実施形態では、プラグを、たとえば、楔形プラグを同様に楔形の
穴に挿入する際に楔形プラグを回転させることによって生じる溶接効果により、定位置に
溶接することができる。溶接リングは、他の結合プロセスの実施例、すなわち、レーザー
溶接または電子ビーム溶接のように、従来の溶接または摩擦攪拌溶接によって定位置に溶
接することができる。完成したデバイスでは、熱エネルギ（光子の衝突など）が、露出さ
れたチャンネルまたはチューブの壁２２を通ってシステムに入る。図２Ａは、露出された
壁２２、触媒インサート２８、ジョイント２６によって定位置に固定されたチャンネルプ
ラグ２４、及び返還チャンネル３２を示す断面図である。触媒インサート２８から流れ出
る化学的製品は、開口３０を通って返還チャンネル３２に流れる。代替的実施形態では、
多孔性インサート２８（吸収剤など）が、触媒インサート２８の位置で使用される。
【００３４】
　この設計の顕著な利点の１つは、触媒ピースにアクセスし、交換するために、リングま
たは個別のチャンネルエンドキャップを除去することにより、反応器を改装するための可
能性である。このことは、長期間にわたって交換コストを節約しつつ、反応器のハードウ
ェアの耐用年数を延長させ、かつ触媒構造の材料のリサイクルを容易にする。本発明は、
プロセッサを形成する方法、プロセッサを改装する方法、化学的装置の方法、及び装置内
の単位操作を実施する方法が含まれる。
【００３５】
　筒状設計：
　本発明のいくつかの実施形態では、フラットな壁に対する丸いチューブの固有の強度を
利用するために、筒状構造が利用される。フラットな壁は、一方側に高い圧力がかけられ
ると、曲げる力がかけられる。この力は通常、壁を厚くすること、または支持材もしくは
補強材を追加することによって耐えなければならない。一方、加圧された丸いチューブの
壁８２（図８参照）には、図３に示すように、フープ応力と称される引張応力が基本的に
掛けられる。その結果、丸いチューブは、同じ強度の材料で形成される場合、フラットな
壁よりもかなり薄い壁とすることができる。したがって、フラットな壁を有する矩形チャ
ンネルの代わりに筒状のチャンネルで構成されたＡＭの設計は、薄い壁に起因した顕著な
重量の節約の可能性がある。チューブの内径（または最大の内部の寸法）は、好ましくは
、０．１ｍｍから３ｃｍの範囲、好ましくは１ｍｍから１．０ｃｍの範囲である。たとえ
ば、降伏応力が４５０ｐｓｉである、０．４インチの幅の矩形プレート（９８２℃でのＨ
ａｙｎｅｓ　２３０）は、１０ｂａｒの圧力に耐えるために、０．１６５インチの厚さが
必要である。代替的には、同じ降伏応力のチューブの壁の厚さは、１０ｂａｒの圧力に耐
えるためには、わずか０．０６５インチである。分岐チューブのＡＭ方法は、より小型の
チューブをも可能にする。中心ヘッダーの１０のチューブから始め、必要な壁厚は、チュ
ーブの長さの始点における０．０２５インチから変化し、チューブの長さの端部における
０．０４９インチまで継続的に増大する。ＡＭの別の利点は、重量を最適化するために、
壁の厚さを局所的に変化させる能力である。押出し成形されたチューブは、一定の直径及
び壁の厚さを有することになる。ＡＭチューブは、分岐チューブの設計で実施される、様
々な直径及び壁の厚さを有することができる。
【００３６】
　筒状幾何学形状の利点は、チューブの外壁が、反応器の外壁でもある場合に顕著であり
、チューブの壁が外壁ではない場合に低減される。反応器の外壁は、外部から加熱される
反応器及び／または吸熱反応チャンネルに関し、内圧に耐えるために十分な厚さでなけれ
ばならず、より厚い壁は、同じ熱フラックスに関し、壁の両側のさらなる温度差を必要と
する。より大きい温度差は、反応器の表面温度を反応器の冶金学的限界より低く維持する
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ために、より低温の触媒ベッド温度を意味する。メタンの水蒸気改質などの吸熱反応に関
しては、より高い反応温度は、より高い平衡転化率及びより迅速な運動に繋がる。反応器
の壁を薄くすることは、ＡＭに関する構造の材料及び構築時間を節約するのみならず、触
媒がより高温となり、ひいてはよりアクティブになることを可能にする。これにより、触
媒のコストが節約される。より厚い壁は、反応器の耐用年数に不利益でもある。この理由
は、温度差と構造的剛性との両方の増大に起因して、熱応力が高くなるためである。さら
に、ＤＭＬＳにより、熱膨張をより良好に許容することができる３Ｄ構造の設計がより柔
軟になり、それにより、太陽光動作の間の構造の、日々のまたはより頻繁な加熱及び冷却
のサイクルに関連する内部の応力及び低サイクルの疲労破壊が低減される。性能及び耐用
年数に関連するこれらの太陽光動作の潜在的な利点が考慮される。
【００３７】
　筒状の実施形態に関連する別の新たな革新は、添加構築の間に、触媒構造を反応器内に
挿入することである。このことは、設計が、パーツが構築された後の触媒の挿入に対応す
る必要がないことによる、さらなる設計の柔軟性を与えるのみならず、製造ステップ数も
低減される。ステップのシークエンスは、１）反応器がＡＭ（好ましくはＤＭＬＳ）によ
って部分的に製造されることと、２）構築が停止され、プラテンが上昇し、パウダーが触
媒チャンネルから吸引されることと、３）触媒ピースが触媒チャンネル内に挿入されるこ
とと、４）構築を完了するためにＡＭプロセスが再開されることと、である。好ましくは
、触媒ピースの頂縁部は、ＡＭ構築の継続に対応するように、１つの平面で平滑である。
構築を停止するステップと、パウダーを触媒チャンネルから除去するステップと、触媒ピ
ースを挿入するステップとにより、触媒を挿入することと、反応器を閉じることとが必要
とされる構築後のステップの代わりに、構築のサイクル時間が長くなる。
【００３８】
　筒状設計の新規の革新のいくつかの実施形態が、以下に記載される。
【００３９】
　触媒構造：
　複数のタイプの触媒構造を、本発明のデバイスに組み込むことができる。いくつかの例
では、多孔性フォームまたはフェルトなどの触媒構造が、上述のコンセプトの１つで、チ
ャンネル内に挿入される。パウダーまたは微粒子の触媒の媒体も、乾燥媒体またはスラリ
ーとして添加することもできる。アクティブ触媒は、か焼、蒸着、及びウォッシュコーテ
ィングを含む様々な方法を使用して、補強材を付ける際に構造内に埋め込むことができる
か、組立てが完了した後に添加することができる。代替的には、多孔性の触媒構造を、プ
ロセスパラメータを変更することにより、構築の間にプリントすることができる。このこ
とは、焼結された表面積の広い多孔性媒体を出るパウダーを部分的に固める。代替的には
、表面エリアに、触媒でコートされることになるフィンまたはピラーなどの追加の内部構
造をチャンネルの内側に構築することによって添加することができる。このことは、伝熱
を向上させるために拡大されたエリアとしての役割も果たす。
【００４０】
　最初に保護層１２０２を触媒インサート構造１２０４（ＦｅＣｒＡｌＹのフォームシー
ト）上に配置することにより、触媒のメタン水蒸気改質が準備された。保護シートは、保
護された多孔性構造１２０６を形成するように、多孔性構造１２０４にタック溶接するか
レーザー溶接することができる。多孔性構造は、たとえば、ＭｇＡｌ2Ｏ4上のＲｈ触媒で
構造をウォッシュコーティングし、後に５００℃でか焼して、多孔性の触媒インサート１
２０８を形成することにより、メタン改質触媒に変化させることができる。このプロセス
は図１２に示されている。触媒をチャンネルに配置し、ＡＭによってチャンネルを完成さ
せた。デバイスのテストは、少なくとも７５０℃の温度での使用の２サイクルの後に、動
作に損失を伴わずに、優れたメタン改質及び水素の生成を示した。
【００４１】
　ＤＭＬＳプロセスが再開した後にカバーを過度に加熱することにより、カバーを平面で
はなくなるようにねじれさせ、カバーがパウダー拡散バーの障害になることから、プロセ
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スを失敗させることになることが見出された。レーザーは、カバーを通して穴も開けて、
カバー及びカバーの下のインサートに損傷を生じ、また、パウダーをキャビティ内に入り
込ませる。
【００４２】
　これら問題に対する解決策は、カバーを構築された構造にタック溶接するために、レー
ザー（我々のテストではＤＭＬＳレーザー）を使用することを含むものであった。このこ
とは、構造及びカバーが挿入された後、かつパウダーがパーツ上に後方に広げられる前に
行う。試験により、カバーを定位置に保持するか、外辺部全体をステッチ溶接して、外辺
部をパウダーから効果的にシールするためにちょうど十分であるように、タック溶接を制
御しなければならないことが示された。向上された結果が、スポット溶接を可能にするよ
うに外辺部の周りにいくつかの通路を形成して、同じ付近に再度溶接する前に十分に冷却
することによって得られた。別の解決策は、ＤＭＬＳ構築プロセスが再開された後に、レ
ーザーの出力及びパウダー層の厚さを変更することである。これにより、ＡＭ構造を構築
して、インサート及びカバーの頂部で、これらパーツに損傷を与えることなく、再開する
ことが可能になる。
【００４３】
　完全な反応器が、触媒が埋め込まれた状態でＡＭによって形成される場合、触媒キャビ
ティは、端部及び「頂部」を通してＡＭパウダーが侵入することから保護しなければなら
ない。端部は、流れを許容しなければならず、それにより、触媒チャンバは、流れを許容
する多孔性の壁を使用して閉じることができるようになっている。多孔性の壁の１つは、
中心の入口マニホルドに向かう入口端部に置かれる。その側部上のパウダーは、マニホル
ドを通して外に出る場合がある。第２の多孔性の壁は、返還層に落ちる開口の前に、触媒
チャンネルのちょうど端部に位置している。外辺部のヘッダー及び返還チャンネルにおけ
るかなりの量のパウダーが、返還チャンネルの中心ヘッダーの外に出なければならない。
多孔性の壁のさらなる利点は、これらが、複数チャンネルのデバイス内の良好の流れの分
布に関し、圧力低下を生じ、こうして、複数のチャンネルを通る流れを制御する（通常は
均等にする）ためのオリフィスまたは他の特徴を不要とすることである。
【００４４】
　触媒構造を挿入し、触媒構造にＡＭパウダーが実質的に侵入することを防止するさらに
別の方法が、犠牲材料を使用することによって可能になる場合がある。触媒構造に、（流
体を形成するように）加熱または反応させた後に除去することができる固体材料を含浸さ
せることにより、多孔性の壁及び「頂部」のピースの使用が不要になる。たとえば、高分
子量のオイル（たとえばパラフィン）は、触媒構造内の空隙を埋めることができ、次いで
、構築プロセスが完了した反応器を加熱させて、溶融したまたはガス状の材料が除去され
る。
【００４５】
　分岐する一定半径のチューブ：
　図４は、チューブのセットが中心のマニホルドから径方向外側に延びる筒状設計の第１
の実施形態を示している。円形エリアを完全にカバーするために、チューブは、このチュ
ーブが径方向に延びるにつれて分岐する。この特定の実施形態では、チューブの直径は一
定であり、それにより、反応器の厚さがエリア全体で一定である。チューブの分割のプロ
セスが図５に示されている。チューブは、丸い断面で始まり、すぐに分岐し始め、分岐が
完了すると図８の断面へと徐々に展開される。この図８の断面から、両方のチューブがさ
らに外に延びるにつれて、これら両方のチューブが分岐プロセスを繰り返し始める。
【００４６】
　数学的には、円形の中心からの距離が２倍になる毎にチューブが分岐する。図６は、チ
ューブがどのように定期的に分岐するかをさらに示している。
【００４７】
　このコンセプトの一実施形態では、内壁はチューブ内にあり、チャンネルを２つの半体
に分割する。これらは図４から図６には示されていない。触媒構造は、分離壁が構築され



(15) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40

50

る前のＤＭＬＳの構築の間にチャンネルの半体の一方内に挿入されることになる。チュー
ブの反対側は、入ってくる反応物の予熱、または、触媒構造内の反応の熱に関し、製品の
流れから熱を回復するなど、熱交換のために使用され得る。
【００４８】
　他の実施形態では、触媒構造は、ＤＭＬＳの構築が完了した後に触媒でコーティングさ
れる、焼結された多孔性媒体、壁、またはピラーなど、チューブ内に構築される。
【００４９】
　分岐する、半径が増大するチューブ：
　筒状設計の別の実施形態は、半径が増大するチューブである。チューブが径方向外側に
延びるにつれて徐々に分岐する代わりに、チューブはそのままであり、直径が増大し、次
いで、中心からいくらかの半径の位置で半分の直径の２つのチューブに分割される。２つ
のチューブの各々は、これら２つのチューブが同様に２つのチューブに分かれるまで、径
方向に延びるにつれて直径が増大する。最小の量の壁材料が、内壁の応力がその材料に関
する許容可能な応力において一定に維持される際に使用される。チューブに関し、最大の
応力は、薄い壁であると仮定された関係では、以下のフープ応力である。

【００５０】
　ここで、ｐは設計圧力であり、ｒはチューブの半径であり、ｔはチューブの壁の厚さで
ある。チューブの直径を増大させつつ一定の壁の応力を維持することには、壁の厚さを増
大させることが必要である。方程式１を、直径Ｄ１からＤ２に増大するチューブの長さｌ
で積分すると、所与の許容可能な応力σに関する最小の壁の体積が与えられる。

【００５１】
　分岐チューブ構造に組み込まれるパラメータは、中心穴の半径、中心穴から延びる最初
のチューブの数、及び第１のセグメントの長さである。図７は、１／２インチの中心穴及
び１／２インチの第１の長さに関する、中心穴から延びるチューブの数に対する、チュー
ブの壁の質量を示している。ＤＯＥ　ＥＥＲＥ　Ｓｏｌａｒ　ｐｒｏｊｅｃｔ上に構築さ
れたＴＲＬ６反応器の質量は、４．５８ｋｇであった。反応器の質量、及び、添加製造さ
れた反応器の後の費用を大幅に低減する余地がある。しかし、他の設計の考慮事項は、触
媒の総量と、反応器壁から触媒への熱の伝達である。ＴＲＬ６反応器は、２４３．２５ｃ
ｍ３の触媒構造を有しており、チューブの体積の半分のみが触媒を含む場合、その触媒の
体積の量は、図７に示すように、この反応器のチューブの内側にはフィットしない。さら
に、チューブの直径は、アレイが１０未満のチューブで始まる場合、０．５インチより大
きくなる。このことは、ＴＲＬ６の触媒の５ｍｍ（１／５インチ）の厚さよりもかなり大
きい。結果として伝熱距離が増大することは問題である。触媒の体積と伝熱距離との両方
の問題は、チューブの断面を円形から、図８に示すカプセル形状に変更することによって
克服される。カプセル形状のチューブを分割する壁は、同じ最大壁応力を維持するために
は、丸い壁の厚さの２倍である。直線状の壁の高さは、所望の触媒の体積を収容するため
に十分な内部の体積を提供するように変化させることができるパラメータとなる。図９は
、４８７．５ｃｍ３の一定の内部体積の、カプセル形状の分岐チューブの反応器に関する
壁の質量を示している。壁の質量の計算は、４．５８　ｋｇのＴＲＬ６反応器から、壁の
質量を２／３まで節約する可能性を示している。質量の節約により、中心穴から延びるチ
ューブを約３０より多く減少させる。最初のチューブが２０であると、入射太陽光の方向
における最大の触媒の厚さは、６～７ｍｍである。これは、ＴＲＬ６の触媒厚さである５
ｍｍに近い。外側表面及び薄い壁上の丸い「円丘」は、名目上より厚い触媒を補償する以
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上ものとなる。１／２インチの中心穴から１／４インチの最初のチューブの長さで延びる
２０のチューブでは、チューブの壁の質量は１．８３ｋｇ、最小直径は０．１０１インチ
、最大直径は０．２０２インチ、内壁の高さは０．３３３インチ、触媒の厚さは６．８ｍ
ｍとなる。
【００５２】
　代替的なアプローチは、直径が変化するにつれて、分離壁の高さを変化させることによ
り、一定の反応器の厚さを維持することである。このことは、触媒の厚さが一様になるこ
とから、製造がより容易である場合がある。
【００５３】
　らせんチューブ：
　図４から図６に示す構造は、中心穴から径方向に延びる直線状のチューブを有している
。他の実施形態では、チューブは湾曲し、中心から外側縁部に向かってらせん状になって
いる。図１０を参照されたい。らせん構造は、反応器の表面の非一様な入射太陽光のフラ
ックスに対応するように、太陽光反応器－受領器に予め適合されている。限界では、図１
１のようなコイル状の単一のらせんチューブが、入射太陽光のフラックスを受領するエリ
ア全体をカバーする。コイル形状は、隣接するチャンネルが、前述のように別々のチュー
ブの代わりに同じチューブの隣接するコイルを示すことを除き、図８に示すカプセル状の
断面でも形成することができる。同様の反応器の質量の節約が、他の構造に関して前述し
たように、薄い壁を有することによって予期される。単一のコイル状のチューブまたはカ
プセル状のチューブの困難性は、かなり長いチャンネルの長さが圧力低下を増大させるこ
とである。このことは、中心を始点とし、外辺部に向かって外にコイル状になっている２
つ以上のコイルを有することによって緩和させることができる。さらに別の実施形態では
、コイルは、らせんの１つまたは複数のポイントで分岐することができる。このため、直
線状の分岐チューブから、分岐している湾曲したチューブ、単一のコイル状のチューブま
で、無数の構造の組合せが存在する。構造の選択は、性能、圧力低下、製造コスト、なら
びに、反応器の信頼性及び耐用年数による。
【００５４】
　返還チャンネル：
　径方向の流体チャンネルを有する反応器の設計は、通常、中心のマニホルド（穴）から
外辺部のマニホルドに外向きに流れ、次いで、反応器を出る前に第２の中心マニホルドに
径方向に戻るように流れる処理流体を有している。実施形態には、外に流れるチャンネル
と返還チャンネルとの両方の同じであるか異なる触媒、外に流れるチャンネルのみの触媒
、または返還チャンネルのみの触媒を配置するためのオプションが含まれている。図８は
、いずれかに配置された触媒８８を伴う外向きに流れるチャンネルと返還チャンネルとを
分割するための、チューブまたはカプセルチューブの内側の内壁８６を示す。図８は、外
向きに流れるチャンネル８８と返還チャンネル８４との間で体積を等しく分割した、対称
的なチャンネルを示している。他の実施形態は、それぞれ外向きのチャンネルの体積を増
大させるか、返還チャンネルの体積を増大させるように、下方にシフトしたか、上方にシ
フトした壁を有している。さらに他の実施形態は、１つのプロファイルが外向き流れチャ
ンネルのためのものであり、異なるプロファイルが返還チャンネルのためのものである、
非対称の構造を有している。たとえば、返還チャンネルは、異なるピッチを有することが
できる。たとえば、ピッチを２倍にすることにより、各外向き流れチャンネルに関して２
つの返還チャンネルを有して、返還チャンネル内の伝熱を向上させる。
【００５５】
　図４から図６、及び図８は、図８に示す分割チューブなどの、外向き流れチャンネルと
同じ経路をたどる返還チャンネルを示している。他の実施形態では、返還チャンネルの構
造の設計は、外向き流れチャンネルから切り離すことができる。一実施例は、前に使われ
ていたＩＤＲ，　Ｓｏｌａｒ　Ｔｈｅｒｍｏｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅａｃｔｏｒ　ｗｉｔ
ｈ　Ｒｅａｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｒｅｃｕｐｅｒａｔｉｏｎ　Ｃｈａｎ
ｎｅｌｓ　Ａｒｒａｎｇｅｄ　ｉｎ　Ｃｏｕｎｔｅｒ　Ｓｐｉｒａｌｓの、逆らせん構造
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である。返還流れチャンネルを交差させ、複数の外向き流れチャンネルと熱的に接触させ
ることには、反応器内で熱が拡散し、かつ温度がより一様になる利点がある。加圧された
反応器の機械的支持部に関する２つの流体チャンネル構造を構成するための様々な方法が
想定される。外辺部のマニホルドは、構造が対称的である場合に、所与の外向き流れチャ
ンネル内の流体を隣接する返還チャンネルを通して単純に返還するように設計することが
できる。代替的には、マニホルドは、別の外向き流れチャンネルの返還チャンネルを通し
て流体を返還することができる。理由の１つは、反応器のエリア間の熱の伝達、及び熱の
拡散を提供することである。他の実施形態は、開いたマニホルドを有することになり、返
還チャンネルに入る前に複数の外向き流れチャンネルからの流体を混合することを可能に
する。外辺部マニホルドは、２つ以上の外向き流れチャンネルから、外向き流れチャンネ
ル全体までの流体を混合することが可能である。
【００５６】
　向上された熱交換：
　吸熱性の不均一反応及び他のプロセスを支持するための、反応器の表面から、外壁及び
触媒構造を通しての入射太陽光のフラックスの伝熱は、反応器の性能に関して重要である
。本発明の重要な態様は、外壁を通しての伝熱抵抗を低減するために、外壁を薄くするこ
とである。開いた返還チャンネル内の伝熱も重要であり得る。たとえば、返還チャンネル
内の高温流体から外向き流れチャンネル内の触媒構造に熱を伝えることにより、太陽光か
ら化学的エネルギへの変換を向上させ、システム全体のエネルギ効率を向上させる。外向
き流れチャンネルと返還チャンネルとのいずれかで伝熱を向上させるための様々な技術が
予期される。直線状のフィン、ルーバー付きフィン、ピンまたは他の構造などの、広い面
積の構造が、反応器の製造の間に形成され得、外向き流れチャンネルと返還チャンネルと
の間の主な伝熱表面である分離壁から、流体チャンネルまたは触媒構造内に延びる。その
ような拡張された面積の構造は、反応器の製造の間に形成することもでき、太陽光のフラ
ックスを受領する壁から触媒構造に延びて、伝熱を向上させる。構造は、静的ミキサ構造
などにより、流体を混合することによって伝熱を向上させることもできる。
【００５７】
　非平滑構造：
　図２から図６に示す反応器の構造は平滑であり、チャンネルの主要な軸がすべて２次元
平面内にあることを意味している。添加製造の柔軟性により、流体チャンネルを反応器の
主要な平面から外に湾曲させる３－Ｄ構造、いわゆるＺ方向の湾曲とすることが可能にな
る。３－Ｄ構造の利点には、入射太陽エネルギを受領するための、より大きい外側表面積
が含まれ、それにより、反応器内への平均的な局所的熱フラックスを低減させる。別の利
点は、構造の熱膨張に関連する熱応力を低減させることである。３－Ｄ構造の一実施形態
は、ドーム状または半球状の構造である。この種類の構造の実施例を図１０に示す。この
凸構造により、入射太陽光を受領するもっとも高温の外側表面が、より低温の下側よりも
大きく膨張することを可能にし、それにより、構造内の応力を低減させる。円形断面の半
球は、複数の可能性のある３－Ｄ構造の１つにすぎない。他の構造には、パラボラ状及び
Ｓ状が含まれる。代替的形状により、反応器の外側表面上のフラックスの入射角を局所的
に調整する機会が作り出され、対になった太陽熱集中装置の特性を良好にマッチさせ、か
つ、光学的に不完全であることに起因するホットスポットを緩和する。
【００５８】
　圧力低下構造：
　チャンネル間の一様な流れの分布は、一定の滞留時間及び触媒への暴露、ならびに伝熱
のために所望される。流れを一様に分配することを補助する圧力低下を生じさせるために
、入口または出口（または流路内の任意の場所とすることができる）にしばしば特徴が追
加される。特徴には、オリフィスまたは他の流れを制限するもの、蛇行した小さいチャン
ネルなどの延長された流路長さ、または多孔性の壁が含まれ得る。これら特徴は、添加製
造の作製プロセスの間に追加することができる。
【００５９】
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　他のプロセス：
　本発明の主要な用途は、吸熱性のメタンの水蒸気改質反応のための異種の触媒のために
熱を提供するように、入射太陽光の放射を使用する太陽熱化学反応器である。ＣＯ２によ
るメタンの乾燥改質または逆水性ガスシフト反応などの他の吸熱化学反応を含む、他の吸
熱プロセスも予想される。本明細書に記載の技術を使用して製造できる、吸熱反応及び発
熱反応のための差動温度反応器を含む反応器の設計の実施例、及び対応する反応が、米国
特許第７，２９７，３２４号に記載されている。この文献は、以下に全体が複写されるか
のように、本明細書に組み込まれる。差動温度反応器は、実質的な温度依存性を示す、平
衡が限られた反応に関し、断熱反応器に比べ、向上された化学変換を達成する。差動温度
のマイクロチャンネルまたはメソチャンネル反応器には、熱交換用の流体が流れるか別の
反応が発生する隣接するチャンネルを使用することなどにより、（吸熱反応に関して）熱
を追加するか、（発熱反応に関して）熱を除去することが含まれる。好ましくは、熱交換
の機能は、より大きい化学変換を促す反応チャンネルの長さにある温度の経路を達成する
。
【００６０】
　本発明の態様は、太陽光受領器でも使用することができる。太陽光受領器では、太陽エ
ネルギが、伝熱流体内の顕熱または潜熱に変換される。他の実施例は、ヒートポンプまた
は化学的分離法のための収着プロセスである。たとえば、太陽光ヒートポンプは、より低
い温度からより高い温度に、吸収（液体の溶剤）または吸着（固体の溶剤）のヒートポン
プサイクルを使用して熱を伝える。実施例は、上述の発明の触媒を、低い温度及び圧力で
冷媒を吸着させ、太陽エネルギを使用して高い温度及び圧力で脱着させる固体の吸着剤と
交換することである。用途には、建物の暖房、換気、及び空調（ＨＶＡＣ）、ならびに冷
房が含まれる。同様に、吸着剤を温度スイング吸着（ＴＳＡ）プロセス、または、熱的に
高められた圧力スイング吸着（ＰＳＡ）プロセスにおける化学的分離法のために使用する
ことができる。ある用途は、空気中、発電所の流出物、または他の潜在的なソースから二
酸化炭素を取得することとなる。
【００６１】
　触媒化学反応は、非常によく知られており、適切な条件及び触媒は、非常によく知られ
ており、本明細書で記載する必要はない。改変触媒として、またはサバティエ触媒（通常
はＮｉもしくはＲｕ／Ａｌ2Ｏ3）、アンモニア合成（通常はＲｕ、もしくは酸化鉄、もし
くはＣｏ－Ｍｏ－Ｎ）、または逆水性ガスシフト反応（一般的な触媒は、鉄、クロム、及
び任意選択的にはマグネシウムの酸化物を含んでいる）として触媒を識別することで十分
である。
【００６２】
　いくつかの好ましい実施形態では、本発明は、メタンまたは他のアルカンまたは炭化水
素の混合物を、水蒸気改質または乾燥改質によって水素に変換する。水蒸気改質プロセス
は、炭化水素（または複数の炭化水素）及び水蒸気（Ｈ2Ｏ）を必要とする。反応物の混
合物には、ＣＯなどの他の構成要素、または、窒素もしくは他の不活性ガスなどの非反応
性の希釈剤が含まれ得る。いくつかの好ましいプロセスでは、反応物の流れが、基本的に
炭化水素及び水蒸気で構成されている。いくつかの好ましい実施形態では、反応物の流れ
内の水蒸気対炭素比は、３対１から１対１であり、いくつかの実施形態では、１．５対１
以下である。炭化水素には、アルカン、アルケン、アルコール、芳香族化合物、及びこれ
らの組合せが含まれる。炭化水素は、天然ガスとすることができる。好ましいアルカンは
、メタン、エタン、プロパン、ブタン、及びイソオクタンなどのＣ1からＣ10のアルカン
である。水蒸気改質触媒は、好ましくは、ルテニウム、ロジウム、イリジウム、ニッケル
、パラジウム、白金、及びこれらの組合せの、触媒としてアクティブな材料の１つまたは
複数を含んでいる。ロジウムが特に好ましい。いくつかの好ましい実施形態では、触媒（
すべてのサポート材料を含む）は、０．５質量パーセントから１０質量パーセントのＲｈ
、より好ましくは、１質量パーセントから３質量パーセントのＲｈを含んでいる。触媒は
、触媒としてアクティブな材料に関し、アルミナ担体をも含んでいる場合がある。「アル
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る。好ましくは、アルミナ担体は、熱水条件で触媒の安定性を向上させる安定化要素また
は複数の安定化要素を含んでいる。安定化要素の実施例は、Ｍｇ、Ｂａ、Ｌａ、及びＹ、
ならびにこれらの組合せである。好ましくは、触媒としてアクティブな材料（Ｒｈなど）
は、アルミナ担体の表面上の小さい粒子の形態で存在する。水蒸気改質反応は、好ましく
は、４００℃より高い温度、より好ましくは５００℃から１０００℃、さらにより好まし
くは６５０℃から９００℃で実施される。反応は、大気圧以下から、非常に高い圧力まで
、幅広い圧力で実施することができる。いくつかの実施形態では、プロセスは、１０アト
ムから３０アトムの圧力、より好ましくは１２アトムから２５アトムの圧力で実施される
。Ｈ2Ｏの分圧は、好ましくは少なくとも０．２アトムであり、いくつかの実施形態では
、少なくとも２アトムであり、いくつかの実施形態では、５アトムから２０アトムの範囲
である。
【００６３】
　いくつかの好ましい構成では、触媒（水蒸気改質または他の化学反応に関する）には、
下にある大きい孔の基板が含まれる。好ましい大きい孔の基板の実施例には、商業利用可
能な金属のフォーム材、より好ましくは金属フェルトが含まれる。任意のコーティングを
堆積させる前に、大きい孔の基板は、少なくとも５％、より好ましくは３０％から９９％
、さらにより好ましくは７０％から９８％の多孔性を有している。いくつかの好ましい実
施形態では、大きい孔の基板が、ＢＥＴによって測定して、０．１μｍ以上、より好まし
くは１μｍから５００μｍの間の、体積測定による平均孔サイズを有している。多孔性基
板の好ましい形態は、フォーム材またはフェルトであり、これらは好ましくは、熱的に安
定である導電材料、好ましくはステンレス鋼またはＦｅＣｒＡｌＹ合金などの金属で形成
されている。これら多孔性基板は、０．１ｃｍから１ｃｍの間など、薄くすることができ
る。フォーム材は、構造全体に孔が画定された、連続した壁を有する連続した構造である
。代替的には、触媒は、パウダーまたはペレットなどの、任意の従来の形態を取る場合が
ある。
【００６４】
　大きい孔を有する触媒は、好ましくは、孔の容積が、多孔性材料の全体の体積の５％か
ら９８％、より好ましくは３０％から９５％である。好ましくは、材料の孔の容積の少な
くとも２０％（より好ましくは少なくとも５０％）が、０．１ミクロンから３００ミクロ
ン、より好ましくは０．３ミクロンから２００ミクロン、さらにより好ましくは１ミクロ
ンから１００ミクロンの範囲のサイズ（直径）の孔で構成されている。孔の容積及び孔の
サイズの分布は、水銀ポロシメトリー（円筒状の孔の幾何学形状を想定する）及び窒素吸
着によって測定した。既知であるように、水銀ポロシメトリーと窒素吸着とは、相補的な
技術であり、水銀ポロシメトリーは大きい孔のサイズ（３０ｎｍより大）の測定に関して
より正確であり、窒素吸着は、小型の孔（５０ｎｍ未満）に関してより正確である。約０
．１ミクロンから３００ミクロンの範囲の孔サイズにより、ほとんど気相の触媒の条件下
で、材料を通して分子が分子的に発散することを可能にする。触媒インサートは、好まし
くは、１ｃｍ以下の高さであり、いくつかの実施形態では、高さ及び幅が０．１ｃｍから
１．０ｃｍである。いくつかの実施形態では、多孔性インサートは、マイクロチャンネル
の断面積の少なくとも６０％、いくつかの実施形態では、少なくとも９０％を占める。代
替的な好ましい実施形態では、触媒は、反応チャンネルまたは複数のチャンネル内の材料
のコーティング（ウォッシュコーティング）である。



(20) JP 2021-527562 A 2021.10.14

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(21) JP 2021-527562 A 2021.10.14

【図５】 【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】



(22) JP 2021-527562 A 2021.10.14

【図１２】



(23) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40

【国際調査報告】



(24) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40



(25) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40



(26) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40



(27) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40



(28) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

40



(29) JP 2021-527562 A 2021.10.14

10

20

30

フロントページの続き

(81)指定国・地域　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DJ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,G
T,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JO,JP,KE,KG,KH,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX
,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,
TN,TR,TT

(72)発明者  ワード・イー・テグロテンフイス
            アメリカ合衆国９９３５２ワシントン州リッチランド、エムエスアイエヌ・ケイ４－１８、ピーオ
            ー・ボックス９９９、バテル・ブルーバード９０２、パシフィック・ノースウエスト・ナショナル
            ・ラボラトリーズ
(72)発明者  クリストファー・ケイ・クレイトン
            アメリカ合衆国９９３５２ワシントン州リッチランド、エムエスアイエヌ・ケイ４－１８、ピーオ
            ー・ボックス９９９、バテル・ブルーバード９０２、パシフィック・ノースウエスト・ナショナル
            ・ラボラトリーズ
(72)発明者  ポール・エイチ・ハンブル
            アメリカ合衆国９９３５２ワシントン州リッチランド、エムエスアイエヌ・ケイ４－１８、ピーオ
            ー・ボックス９９９、バテル・ブルーバード９０２、パシフィック・ノースウエスト・ナショナル
            ・ラボラトリーズ
(72)発明者  ティモシー・ジー・フェルトマン
            アメリカ合衆国９９３５２ワシントン州リッチランド、エムエスアイエヌ・ケイ４－１８、ピーオ
            ー・ボックス９９９、バテル・ブルーバード９０２、パシフィック・ノースウエスト・ナショナル
            ・ラボラトリーズ
(72)発明者  ロバート・エス・ウェジェン
            アメリカ合衆国９９３５４ワシントン州リッチランド、ハリス・アベニュー２６０３、シー／オー
            ・スターズ・テクノロジー・コーポレーション
(72)発明者  リチャード・エフ・チョン
            アメリカ合衆国９９３５２ワシントン州リッチランド、エムエスアイエヌ・ケイ４－１８、ピーオ
            ー・ボックス９９９、バテル・ブルーバード９０２、パシフィック・ノースウエスト・ナショナル
            ・ラボラトリーズ
Ｆターム(参考) 4G075 AA03  AA13  AA39  AA56  BA01  BA05  BB02  BB04  BB05  CA02 
　　　　 　　        CA03  CA32  CA36  CA54  DA02  DA18  EB25  EB32  EB50  EC07 
　　　　 　　        FA05  FA12  FA14  FB02  FB12  FC11 
　　　　 　　  4K018 AA09  BA20  CA44  EA51  EA60  KA01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

